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不動産取引価格情報を活用した地価動向の 

指数化についての考察 

（東京都心 3区の商業地を事例として） 
 

 小山陽一郎 

 

                                                      
1  基本的に有効数字２桁であるが、土地面積が 200 ㎡未満は 5 ㎡単位、2000 ㎡以上

の区別はない等の例外もある。 

                  

                                                      
2 データの分布が一般的な場合は平均値の方が中央値より安定するが、極端な 

 はずれ値が存在する場合には中央値の方が安定する傾向がある。 

  なお、土地の価格はゼロ以下にはならず、一方高い価格には基本的に制約が 

 ないため、「歪度⑥」が全ての四半期において正であるように右に歪んだ分布 

 となるため、中央値よりも平均値が大きくなる傾向がある。                  

【表1】取引価格の四半期毎基本統計量と指数

年・期 17|3 17|4 18|1 18|2 18|3 18|4 19|1 19|2 19|3 19|4 20|1 20|2 20|3
平均① 1,944,400 2,426,471 1,552,083 2,250,500 3,595,200 1,508,125 2,896,316 3,093,810 3,873,500 3,302,727 4,592,941 3,480,000 1,548,750
平均値指数② 100 125 80 116 185 78 149 159 199 170 236 179 80
中央値 ③ 1,400,000 1,200,000 1,550,000 1,850,000 2,400,000 1,200,000 1,500,000 2,000,000 3,000,000 2,350,000 5,000,000 2,600,000 1,350,000
中央値指数④ 100 86 111 132 171 86 107 143 214 168 357 186 96
標準偏差⑤ 2,602,850 3,999,244 696,881 1,573,817 3,693,360 1,658,772 3,131,654 2,790,592 3,435,374 2,596,571 2,976,172 3,604,220 851,410
歪度⑥ 4.5 3.4 0.5 1.8 2.7 2.9 2.3 2.2 1.6 1.3 0.5 2.3 1.0
最小⑦ 270,000 310,000 600,000 600,000 280,000 250,000 180,000 770,000 840,000 420,000 780,000 760,000 600,000
最大⑧ 14,000,000 17,000,000 3,000,000 7,000,000 17,000,000 7,100,000 13,000,000 12,000,000 14,000,000 9,900,000 11,000,000 12,000,000 3,200,000
標本数⑨ 25 17 24 20 25 16 19 21 20 22 17 8 8

回帰分析指数⑩ 100 102 109 120 151 85 136 164 187 170 253 202 116
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3 「標本数⑨」に示されるとおり、最新の２四半期の標本数は概ねそれ以前の四半期 

 の半分以下となっており、その代表値の扱いには留意が必要である。 
4 例えば、チェビシェフの不等式によれば、標本の少なくとも 75%は、平均値±２× 

 標準偏値の区間に含まれることになる。具体的に 17 年第 3 四半期にあてはめると、 

 194±2×260 から約 714 万円以下（ 価格は負にはならない）の取引が四分の三以

上あるということができる程度の精度は確実にある。 
5
 例えば、環境、商況等の最も大きな価格の要因が反映困難であり、また、都心商業 

  地等では接道状況や斜線制限等で制約を受けた実際使用可能容積率が大きな影響を 

  持つが、この情報は取引価格情報からは得られない。         
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6
 構造制約型の回帰分析の場合には、長期的に構造変化が生じたと考えられる時点に 

  おいて回帰係数について再構築を行うことが必要となる。しかし、その時点を的確   

  にとらえることは困難であるし、構造変化の影響がその時点で瞬時に発現するのか、 

  徐々に時間をかけて浸透していくのか等の判断も困難を伴う。         
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7
 取引価格の変動(全変動)の 4 割強の部分を回帰式に基づく取引価格の推定値の変動  

 （回帰値の変動）が占め、6 割弱の部分が残差の変動となっている。         

【表2】四半期毎回帰分析結果(構造非制約型）の例

17年第3四半期 17年第4四半期 18年第1四半期 18年第2四半期

回帰統計 回帰統計 回帰統計 回帰統計
 R2 0.611  R2 0.595  R2 0.293  R2 0.436
補正 R2 0.481 補正 R2 0.352 補正 R2 0.043 補正 R2 0.175
観測数 25 観測数 17 観測数 24 観測数 20

係数 標準誤差 t 係数 標準誤差 t 係数 標準誤差 t 係数 標準誤差 t 
切片 12.294 1.478 8.317 9.939 2.597 3.827 12.957 0.966 13.412 12.917 1.149 11.238
中央区 -0.752 0.322 -2.336 -0.123 0.592 -0.208 -0.039 0.335 -0.117 -0.763 0.325 -2.349
千代田区 -0.471 0.333 -1.414 0.051 0.770 0.067 0.198 0.351 0.564 -0.867 0.429 -2.022
面積ln 0.094 0.160 0.588 0.667 0.294 2.268 0.182 0.130 1.405 0.010 0.144 0.069
道路幅ln 0.260 0.214 1.213 -0.003 0.373 -0.009 0.344 0.180 1.910 0.050 0.190 0.262
駅距離 -0.147 0.100 -1.480 -0.085 0.139 -0.614 -0.051 0.071 -0.714 0.346 0.148 2.333
容積率 0.003 0.001 2.840 0.002 0.003 0.833 -0.001 0.001 -0.601 0.002 0.001 1.715

【表3】回帰分析結果（10四半期毎データ）

17年第3～19年第4四半期 17年第4～20年第1四半期 18年第1～20年第2四半期 18年第2～20年第3四半期

回帰統計 回帰統計 回帰統計 回帰統計
 R2 0.423  R2 0.431  R2 0.414  R2 0.423
補正 R2 0.378 補正 R2 0.385 補正 R2 0.364 補正 R2 0.369
観測数 209 観測数 201 観測数 192 観測数 176

係数 標準誤差 t 係数 標準誤差 t 係数 標準誤差 t 係数 標準誤差 t 
切片 11.832 0.437 27.062 11.956 0.473 25.303 12.295 0.441 27.889 12.152 0.476 25.513
中央区 -0.492 0.122 -4.043 -0.493 0.125 -3.942 -0.441 0.126 -3.507 -0.476 0.131 -3.642
千代田区 -0.421 0.131 -3.221 -0.404 0.137 -2.952 -0.373 0.139 -2.690 -0.469 0.145 -3.229
面積ｌｎ 0.227 0.052 4.391 0.253 0.055 4.612 0.224 0.057 3.948 0.252 0.061 4.166
道路幅ｌｎ 0.286 0.075 3.818 0.265 0.079 3.342 0.326 0.082 3.962 0.321 0.087 3.686
駅距離 -0.058 0.026 -2.184 -0.059 0.027 -2.171 -0.062 0.027 -2.272 -0.058 0.029 -2.042
容積率 0.002 0.000 4.136 0.002 0.000 3.276 0.001 0.000 2.270 0.001 0.001 2.708
17|4 0.016 0.208 0.076 ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・
18|1 0.085 0.190 0.446 0.049 0.215 0.226 ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・
18|2 0.183 0.201 0.910 0.165 0.226 0.731 0.137 0.204 0.671 ・・・ ・・・ ・・・
18|3 0.414 0.188 2.198 0.399 0.213 1.875 0.388 0.194 2.002 0.233 0.206 1.133
18|4 -0.159 0.214 -0.743 -0.201 0.237 -0.847 -0.244 0.216 -1.129 -0.361 0.230 -1.567
19|1 0.304 0.203 1.496 0.286 0.227 1.257 0.243 0.206 1.179 0.103 0.219 0.468
19|2 0.520 0.197 2.634 0.479 0.222 2.160 0.438 0.200 2.195 0.297 0.216 1.374
19|3 0.629 0.200 3.140 0.592 0.224 2.647 0.567 0.203 2.790 0.440 0.218 2.016
19|4 0.564 0.197 2.859 0.515 0.220 2.343 0.482 0.200 2.406 0.344 0.221 1.556
20|1 ・・・ ・・・ ・・・ 0.910 0.235 3.869 0.884 0.215 4.117 0.741 0.227 3.265
20|2 ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ 0.636 0.274 2.321 0.519 0.287 1.808
20|3 ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ ・・・ -0.041 0.291 -0.141
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8
 自然対数変換した説明変数は回帰係数が弾力性値を示す。対数変換していない説明 

  変数(ダミーを含む)は、底が e(ネイビア数)である指数関数から算出する。         
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